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の設立となり，現在， KSP ， KBIC ， THINK の
3箇所のインキュベーション施設が川崎市内に
設立されている o KSP はすでに20 社以上の企
































る「創造法認定企業J，さらに KSP や KBIC の
入居企業や退去企業など，重複企業を除いた上


















創業年代に関しては， 1980 年以前が31 社
(1 7%) ， 80 年代が28 社(1 6%) ，90 年代が45 社
(25%) ， 20 年以降が76 社 (42%) となり， 1980 








職17% ，管理職22% ，営業職12% ，技術職29%
であり，その他は自営が10% を占め，大学や研
究機関からの起業は 4件を数えるだけである O
起業者の年齢は， 20 歳代13% ，30 歳代34% ，40 
歳代23% ，50 歳代22% ，60 歳代 7% で， 20--30 

























が1980 年以前の創業では約15% ，190 年代の創
業では約25% であるのに対して， 20 年代以降



















きた(図表 1 ) 0 パート込みの従業員数を含め















総数 52 3149 2597 
正社員
平均値 3.2 18.4 14.6 
中央値 3.0 6.0 3.0 
標準偏差 3.6 5.8 
総数 61 4130 3469 
パート込み 平均値 3.8 24.1 19.6 
従業員 中央値 3.0 8.0 4.0 




ば次のような指摘がなされる (Feignbaum and 































2 位の目的を問うた(図表 2) 0 確かに「高収
入」の動機はほとんどない。ただし第 1位の動
機としては， I新技術や新製品を開発して社会
に貢献するためj (新製品の開発)が 52 件で最
も多く，次に「独立のため」が来る。さらに「保
有している技術やアイデアが売れる商品やサー
ビスであると感じたためj (アイデアの実現) ， 
そして「自分の可能性を試してみたいと思った









o 20 40 60 80 10 
周囲の先例 ffi


































第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子
保有技術やアイデアが売れ 独立して自分の会社を持 人員整理や部門の移動が 成功してより高い収入を
る製品と感じたため (0.76) つため (0.784) あったため (0.79) 得るため(ー 0.903)
自分の可能性を試してみた 周囲に独立起業する先例 新技術や新製品を開発し 前の会社では自分のアイ
いと，思ったため(ー 0.726) があったため (0.701) て社会に貢献するため デアや技術が生かせない
(-0.749) ため (0.46)























新規公開を図る 6 43. 
売却の機会があれば応じる 10 6. 





積極的動機 I 56.3 




























































新製品開発 (N= 52) 1 21. 2 
挑戦 (N=2 1) 4 19.0 
高収入 (N=8) 。 0. 
独立 (N = 31) 2 6.5 
アイデアの実現 (N= 26) 10 38.5 
前の会社の制約 (N = 14) 2 14.3 
リストラ (N = 1) 。 0. 
その他 (N = 17) 1 5.9 
































8 25 48.1 11. 8 
3 9 42.9 16.0 。 3 37.5 3. 7 
2 18 58.1 7. 
2.9 19 73.1 6. 
1 7 50. 5. 7 。 8 72. 5.0 
3 5 29.4 5.4 











野， 206; 鹿住， 207) 0 これに対して KSP は
8 名の， 1仁BIC は 3 名のインキュベーション・
マネジャーを擁し，さらにアジアからの起業家
を含めた THINK の運営は KSP が担うという
体制となっている。
さらに KSP は投資事業組合を組織し 1号
ファンド( 7 億円)で 25 社 2 号ファンド (6.1

















最終発表にまで、行った企業は93 社，うち 71 社が
合格した O またインキュベ}ションに入居した
















年以前の創業企業が32 社， 80 年代の創業企業が










ロットを Y = a + b (1 /LEN) という双曲線と
して推計すると， Y=0.105 + 1. 403 * (1 /LEN) ， 
R2 =0.103 (N= 124) という結果が得られる O
次に，この回帰式をベースとして，これまでに
図表 8 創業後の年平均売上成長率





























それぞれ民ent 1， Patent 2 として上記の基本





ent 3 ， Paten 4 として，説明変数に加えた。 Pat 同
ent4 は定義上， Paten 1 とPaten 3 の合計と
なるO
結果は非常に興味深いものであり，創業時に
特許の出願を行っていること (Paten 1 )はそ
の後の年平均売上成長率に有意に作用すること
はない(推計式 1 ) 0 これに対して創業後に特
許の出願を行うこと (Paten 2 )が起業後の後





















作用することはない(推計式 1 ) 0 これに対し
てオーデイションの合格とインキュベーション
の入居を掛け合わせると，プラスに有意に作用







説明変数 (1) (2) (3) (4) 
l/LEN 1. 51 [0. 320J * * 1. 61 [0. 301J * * 1. 693 [0. 30J * * 1. 62 [0. 306J * * 
Patent 1 - 0.15 [0. 15J 
Patent 2 0.294 [0. 125J * 
Patent 3 0.317 [0.19J 村
Patent 4 0.254 [0.132J+ 
Constant 0.15 [0.94J - O. 17 [0.18J - O. 103 [0. 108J - 0.12 [0. 127J 
観測数 93 106 106 104 
R-squared 0.2 0.24 0.25 0.24 
カッコ内は標準誤差
+10% 有意性; * 5 %有意性** 1 %有意性
図表10 オーディションとインキュベーションの効果
説明変数 (1) (2) 
l/LEN 1. 25 [0. 27J * * 1. 319 [0. 271J 村
オーデイション合格 0.9 [0.109J - 0.16 [0. 130J 
インキュペーション入居 O. 15 [0. 18J - 0.124 [0. 154J 
合格*入居 0.64 [0.2J* 
Constant 0.45 [0.83J O. 16 [0.85J 
観測数 124 124 
R 同squared 0.21 0.26 
カッコ内は標準誤差




















































は， r家賃が安いJ (30.5%) ， r交通の使がよい」
(27.1%) ， rインフラが充実しているJ (45.8%) ， 
「各種の支援が得られるJ (35.6%) ， r入居企業





説明変数 (1) (2) 
l/ liN 1. 409 [0. 265J * * 1. 358 [0.260J* 
積極的動機 - 0.13 [0. 107J -0.174 [0.19J 
公開志向 - 0.18 [0. 1 1] - 0.12 [0. 129J 
積極的動機*入居 O. 59 [0. 198J * * 
公開志向*入居 一0.13 [0.20J 
Constant O. 16 [0.9 1] O. 140 [0.89J 
観測数 124 124 
R-squared 0.19 0.25 
カッコ内は標準誤差





















































まず，図表13 の第 3 列目に示されている対象
図表12 インキュベーションの機能の効果
(1) (2) 
l/LEN 1. 136 [0. 30J * * 1. 25 [0. 253J * * 
家賃が安い 0.218 [0. 196J - O. 062 [0. 268J 
交通の便 0.126 [0.209J - O. 871 [0. 36J * 
インフラ充実 - 0.14 [0. 192J - O. 346 [0. 328J 
各種支援 0.89 [0.183J 0.41 [0.271J 
交流・協力の機会 0.236 [0.214J 0.573 [0.269J 朱
対外的信用 0.8 [0.16J 0.826 [0.31J* 
Constant 0.73 [0.76J 0.75 [0.70J 
観測数 123 123 
R-squared 0.23 0.32 
カッコ内は標準誤差










信金から融資を受けた企業は 18. 7-2. 9% であ
るのに対して， 1980 年以前の設立企業では，都
市銀行からの融資が40.6% ，地銀・信金からの
































創業時 銀行融資 38.9 37. 39. 
公的資金 19.4 18.6 19. 7 
ベンチャー投資 9.4 10.2 9.0 
自己資金 71. 7 72.9 70.5 
開発段階 銀行融資 42.8 32. 47.5 
公的資金 35.0 32. 36.1 
ベンチャー投資 15.6 23. 7* 11. 5 
自己資金 45.6 52. 41. 8 
現在 銀行融資 5.0 45.8* 59.0 
公的資金 26. 7 27.1 26. 
ベンチャー投資 15.6 2.0* 12.3 




操業年代 都市銀行 地銀・信金 都市銀行 地銀・信金 都市銀行 地銀・信金
1980 年以前 40.6 37.5 40.6 53.1 56.3 62.5 
1980 年代 14.3 21. 4 17.9 39. 28.6 46. 
190 年代 16.3 27.9 18.6 34.9 41. 9 53. 




l/LEN 1. 280 [0. 254J * * 
銀行融資 1 0.34 [0.106J 
公的資金 1 0.4 [0.126J 





































1. 304 [0. 275J * * 1. 15 [0. 293J * * 
0.149 [0.109J 
- O. 057 [0. 108J 
0.365 [0.143J* 
0.4 [0.18J 
- O. 183 [0. 123J 
0.312 [0.15J* 












































は37 社 (52.1%) ，インキュベーション入居企
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